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第１ 総則 

1. 目 的 

この要綱は道路の占用に伴い道路を掘さくし、復旧する場合の基準を定め、もって道路構造の保全を図る

ことを目的とし、大田区特別区道路占用規則第 16条（占用工事の施行）の規定により定める。 

2. 適用範囲 

この要綱の適用範囲は、道路法及び大田区公共物管理条例に基づき区長が管理している道路等とする。 

3. 道路舗装の分類 



占用工事に伴う道路舗装の分類は、別記１に掲げるところにより、高級舗装・中級舗装･簡易舗装とする。 

4. 関係書類の提出 

（1） 占用許可の申請 

占用工事を行う占用者は、大田区特別区道路占用規則第２条（申請書の提出）に定める道路占用許可

申請・協議書を提出しなければならない。また、道路の交通を禁止・制限する必要があるときは、関係官公

署の許可を得て指示事項を厳守するものとする。 

（2） 占用工事の着手 

占用工事の着手は占用許可条件を厳守し、大田区特別区道路占用規則第１３条（工事期間の遵守）の

規定により着手するとともに、道路占用工事着手届（別記２）を道路管理者へ提出しなければならない。 

（3） 施工管理記録等の作成 

占用者は、次に掲げる工事関係書類を常備し、万全の施工管理及び安全管理のもとで工事を施行す

るものとする。 

なお、道路管理者より指示のあった場合は、次の工事関係書類を提出するものとする。 

ア 実施工程表（工程管理） 

イ 施工計画 

ウ 品質管理記録（材料管理） 

エ 施工管理記録 

オ 安全管理記録 

（4） 占用工事の完了 

占用者は、道路管理者による工事完了立会い後、速やかに道路占用工事しゅん功届（別記３）を提出しな

ければならない。 

（5） その他 

その他関係書類については、道路管理者の指示により指定する期日までに提出をする。 

 

第２ 掘さく工事 

1. 掘さくの制限 

（1） 大田区特別区道路占用規則第５条（道路掘さくの禁止）の規定に基づき、新築又は改築後の道路におい

ては、次の期間内での掘さくを行ってはならない。 

ア 高級舗装・・・・・・５年 

イ 中級舗装・・・・・・３年 

ウ 簡易舗装（砂利舗装を除く）・・・・・・１年 

 (注：上記期間を経過しても舗装の良好な箇所や、占用者で全面又は片面復旧を行った場合においても、

上記に準じた規制を行うことがある。） 

（2） 次に掲げる場合において、道路掘さく制限解除願（別記 4）を提出し、道路管理者が特に必要があると認



めた場合は、（１）の規定を適用しない。 

ア 災害の防止、事故の復旧等一般の危険を防止するため、掘さくする場合 

イ 沿道建築物及び施設等に対する引込管線路のため、掘さくする場合 

ウ その他公共事業等のため区長がやむを得ないと認める場合 

（事前に道路管理者と協議をし指示を受けること。） 

2. 掘さくの規模 

（1） 大規模掘削の範囲 

掘削延長が 20ｍを超えるか、掘削面積が 20 ㎡を超える工事。ただし、次の場合は掘削延長、掘削面積

にかかわらず大規模掘削扱いとする。 

ア 事故調査・埋設物調査、地質調査のための試掘工事で合計掘削面積が 10 ㎡を超える場合。 

イ その他道路管理者が指示する場合。 

（2） 小規模掘削の範囲 

大規模掘削に該当しないもの。 

3. 掘さく幅の規制 

掘さく幅は、必要最小限の幅（安全に作業を行うことができ、かつ、埋戻し及び舗装復旧に支障にならない

幅をいう。以下同じ。）とする。 

4. 掘さく工事施行方法 

（1） 占用者は、道路占用許可申請・協議書に添付した図面等のとおり工事を施行し、長期にわたる場合は、

道路管理者の指示により週間工程表等を提出するものとする。 

（2） 占用者は、交通保安設備及び道路復旧材料の準備について道路管理者の確認を受け、かつ、掘さく位

置及び工法等について、現場立会い等によりその指示を受け工事に着手するものとする。 

なお、占用者は工事着手に際し、施工前の道路状況が確認できる写真を撮影するものとする。 

（3） 舗装の取りこわし工事に着手する範囲は、１日以内に工事が完了できる範囲とする。 

 

第３ 復旧工事 

1. 復旧工事施行者 

占用に伴う掘さく跡の復旧工事は、占用者が行うものとする。ただし、次に掲げるもので道路管理者が認め

た場合は、舗装体（表層・基層及び路盤）の復旧を道路管理者が受託することができる。 

（1） 道路全域にわたり影響するような大規模の掘さく工事で、その復旧に高度の舗装技術を必要とする場合 

（2） 占用工事による掘さくが他の占用工事と競合及び隣接することにより、道路管理者が統一して復旧する必

要がある場合 

（3） 道路管理者が施行する工事に先行して占用工事を行う場合 



（4） その他道路管理者が特に必要があると認めた場合 

2. 復旧工事の時期 

復旧工事は、占用物件の埋設が完了した後、直ちに復旧工事（即時復旧）を施行しなければならない。 

ただし、復旧工事の施行状況等により、復旧工事（即時復旧）ができないものと道路管理者が認めたときは

この限りではない。 

3. 仮復旧後の措置 

占用者は、工事の関係上やむをえず復旧ができない場合は仮復旧を行い、事故・トラブルを未然に防ぐよ

うにその維持修繕に努めるものとする。仮復旧構造は既設舗装及び交通量、地域特性等を十分考慮したも

のとすること。(別記 5参考) 

4. 復旧範囲 

（1） 復旧幅は、原則として掘さく範囲に影響幅（高級舗装 40 ㎝、中級舗装及び簡易舗装 30 ㎝）を加えたも

のとし、別記６のとおりとする。 

（2） 前項の規定にかかわらず、掘さく跡の道路復旧が、掘さく工事施工前の状況に復する範囲を対象とするも

ので、掘さくにより舗装体が切断され、路面荷重に耐えられないことにより、舗装破壊の原因になると道路

管理者が認めた場合又はその区域外においても、その工事に起因して舗装に影響があると道路管理者

が認めた場合は、道路管理者の指示する範囲を復旧するものとする。 

（3） 前２項の規定にかかわらず、道路管理者が認めた場合、掘さく幅内を復旧範囲とし、路盤先行をすること

ができるものとする。 

5. 既設舗装の取りこわし 

復旧工事における既設舗装の取りこわしは、路面に直角又は斜めにカッター等を使用し、粗雑にならない

ように施工する。 

6. 埋戻しの施工方法 

（1） 埋戻しは、ランマ－等の締固め機械を使用し、敷きならし厚 0.3ｍごとに十分な締固めを行うものとする。 

（2） 占用物件の周囲とその上端0.1ｍまでは、占用物件の保護等を考慮し、突き棒や電動式振動締固め機械

等を併用して十分締固めを行うものとする。 

7. 埋戻しの施工管理 

（1） 埋戻し材料 

ア 埋戻し材料は埋戻し位置によつてしゃ断層用砂、埋戻し用砂、良質土、改良土(第一種改良土及

び第二種改良土をいう。以下同じ。)、粒状改良土又は流動化処理土を使用するものとする。 

イ アの規定にかかわらず、道路管理者が認めた場合は、(ア)に規定する埋戻し材料以外の埋戻し



材料を使用することができるものとする。 

ウ 粒状改良土及び流動化処理土を使用する場合の取扱いについては、道路管理者が別途定める。 

（2） 埋戻し材料の使用部分 

ア 車道部及び歩道部の路床面から占用物件の上端 0.1ｍまでの部分にあつては、しゃ層用砂、埋

戻し用砂、良質土又は改良土のいずれかを使用するものとする。 

イ 車道部及び歩道部の占用物件の周囲とその上端 0.1ｍまでの部分にあつては、しゃ断層用砂又

は第二種改良土のいずれかを使用するものとする。ただし、埋設管が多数埋設されている箇所若

しくは防護工の下に当たる部分で締固めが困難な箇所、又は地下水位が高く、ポンプで揚水して

も締固めが十分にできない箇所においては、しゃ断層用砂を使用するものとする。 

（3） 埋戻し材料の試験 

施工管理は、原則として次の試験及び確認によって行うものとする。ただし、道路管理者の指示により、

小規模工事については試験を省略することができる。なお、占用物件の保護等を考慮し、占用物件の周

囲とその上端 0.1ｍまでについては試験を省略する。 

ア 試験項目、目標値及び試験頻度 

(ア) しゃ断層用砂および埋戻し用砂 

試験項目 目 標 値 試 験 頻 度 

土 研 式

円 錐 貫 入 

試   験 

0.1ｍの貫入に要する

撃回数が 16 回以上と

する。 

一工事につき５か所以上。 

ただし、工事が５日以上にまたがるときは、１日１か

所以上とする。 

(イ) 良質土 

試験項目 目 標 値 試 験 頻 度 

締固め度 90％以上 

1か所当たり敷きならし厚 0.3ｍごと。 

一工事につき５か所以上。 

ただし、工事が５日以上にまたがるときは、１日１か

所以上とする。 

（注：締固め度を求めるための基準密度は、同一地質については３個以上の CBR 試験の水浸前

における乾燥密度の平均値とする。 

(ウ) 第一種改良土及び第二種改良土 

試験項目 目 標 値 試 験 頻 度 

締固め度 90％以上 

1か所当たり敷きならし厚 0.3ｍごと。 

一工事につき５か所以上。 

ただし、工事が５日以上にまたがるときは、１日１か

所以上とする。 

（注：締固め度を求めるための基準密度は、最近 10 週間（試験頻度は週１回以上）の品質管理デ

ータを用いて、それらの最大乾燥密度の平均値からその標準偏差を減じた値（Ｘ－δn－1）

とする。） 

イ 試験方法 

別記７によるものとする。 

ウ 確認 

確認は、写真によって行うものとする。なお、写真撮影は、「工事記録写真撮影基準」（東京都建設局）」



に準拠し、施工及び試験の状況を十分確認できるように行うものとする。 

8. 舗装工 

（1） 舗装構造及び施工方法 

舗装構造は、道路管理者が指示す舗装復旧工法図（別記８）によるものとし、施工方法については東京

都土木工事標準仕様書による。 

（2） 舗装材料 

復旧工事に使用する材料規格は土木材料仕様書（東京都建設局）による。 

なお、同仕様書にない材料については道路管理者の指示による。 

 

第４ 完了の検査 

1. 埋戻しの検査 

原則として、施工管理記録等の提出資料によって埋戻し復旧の検査を受けるものとし、その判定値が次の

合格判定値を満たしたときに合格とする。 ただし、小規模工事については道路管理者の指示により、写真

等による検査とすることができる。 

なお、道路管理者が指示したときは、現地において再度検査を受けなければならない。 

（1） 合格判定値 

ア しゃ断層用砂及び埋戻し用砂 

試 験 項 目 合 格 判 定 値 

土研式円錐貫入記録 0.1ｍの貫入に要する打撃回数が 16回以上 

イ 改良土及び改良土 

試 験 項 目 合 格 判 定 値 

締 固 め 度 90％以上 

（2） 判定値の求め方 

別記９によるものとする。 

2. 舗装完了の検査 

（1） 基層･表層材料､路盤材料、舗装厚、密度及び平坦性等については、確認できる証明書供試体及び写真

等の資料を道路管理者に提出した後、舗装完了の検査（工事しゅん功立会い）を受けるものとする。ただ

し、小規模工事については道路管理者の指示により、一部の資料提出を省略の上、検査を受けることが

できる。 

（2） 舗装完了の検査は、道路管理者の指示する区間とするが、適当な区間に分割し行うことができる。 

 

第５  その他 



1. 住民等に対する広報 

占用者は、付近住民や通行者の協力と理解を求めるため、工事の内容の周知及び広報など必要な措置

を講じなければならない。 

2. 占用工事内容等を示す標識の設置 

工事件名・工事場所・工事期間・事業所名・請負者の住所氏名等を記載した掲示板を設置するものとする。 

3. 復旧工事完了後の措置 

占用者は、工事完了立会いの日から次の期間中は、復旧箇所の修繕を行うなど工事に起因する事故の

防止に努め、期間経過前に再度立会いを求め責任完了の確認を受けるものとする。 

（1） 高級舗装及び中級舗装 12か月 

（2） 簡易舗装 ６か月 

なお、期間経過後においても工事の瑕疵により事故が発生した場合は、その占用者が責任をもって処理

する。 

4. 道路に与えた損傷等の措置 

占用工事中、仮復旧の期間中及び占用工事完了後において、占用工事の施行に起因して道路に与えた

損傷又は第三者に与えた損傷については、占用者が措置しなければならない。 

5. 占用者が履行すべき事項の道路管理者の代行措置 

責任期間中に道路管理者が復旧箇所の修繕等を指示した場合、その指示によるものとする。 なお、占用

者が指示事項を履行しない場合又は道路管理者が不十分と認めた場合には、道路管理者が措置し、その

費用は占用者が負担しなければならない。 

6. 監督事務費および掘さく復旧費 

（1） 基層･表層材料､占用工事を行う占用者は、大田区特別区道路占用規則第 17 条（道路の復旧工事に伴

う費用）に定める道路掘さく復旧工事監督事務費又は道路掘さく復旧費を納付しなければならない。 

ア 自費復旧の場合････････道路掘さく復旧工事監督事務費徴収単価表より算出した金額 

イ 受託復旧の場合････････道路掘さく復旧費徴収単価表より算出した金額 

（2） 前項に規定する対象範囲は、掘削を行った面積に影響幅（K）部分の面積を加えたものとする。､ 

7. 路面のマーキング   

占用者は、復旧後の路面に別記１０に掲げるマークを必ず表示しなければならない。 

8. 要綱の厳守 

占用者は、この要綱に従い占用工事を施行するものとする。なお、この要綱に掲げた以外の事項につい



ては、道路管理者の指示によるものとする。 

付則(令和５年 2月 27日４都道発 1299号都市基盤整備部長決定) 

この要綱は、令和５年４月１日から施工する。 


